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(57)【要約】
【課題】　電気電子部品に用いられる１液タイプのエポキシ樹脂の剥離、クラック、半田
爆ぜを解消し、しかも、絶縁性、耐熱性に優れた１液タイプのエポキシ樹脂組成物を提供
すると共にこれを用いて絶縁処理された電気電子部品の製造法を提供する。
【解決手段】　（Ａ）ビフェニル型多官能エポキシ樹脂、（Ｂ）液状エポキシ樹脂、（Ｃ
）酸無水物、（Ｄ）イミダゾール又はその誘導体が、有機基により包接された硬化促進剤
、及び（Ｅ）球状シリカを含む１液タイプのエポキシ樹脂組成物であって、（Ａ）ビフェ
ニル型多官能エポキシ樹脂の１００質量部に対し、(Ｂ)液状エポキシ樹脂を６～１３質量
部含む１液タイプのエポキシ樹脂組成物。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）ビフェニル型多官能エポキシ樹脂、（Ｂ）液状エポキシ樹脂、（Ｃ）酸無水物、
（Ｄ）イミダゾール又はその誘導体が、有機基により包接された硬化促進剤、及び（Ｅ）
球状シリカを含む１液タイプのエポキシ樹脂組成物であって、（Ａ）ビフェニル型多官能
エポキシ樹脂の１００質量部に対し、（Ｂ）液状エポキシ樹脂を６～１３質量部含む１液
タイプのエポキシ樹脂組成物。
【請求項２】
　前記（Ｂ）成分の液状エポキシ樹脂が、脂環式エポキシ樹脂である請求項１に記載の１
液タイプのエポキシ樹脂組成物。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の１液タイプのエポキシ樹脂組成物を用いて電気電子部品
を注型する電気電子部品の製造法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気電子部品の絶縁処理に好適な１液タイプのエポキシ樹脂組成物及びこれ
を用いた電気電子部品の製造法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、エポキシ樹脂組成物は、優れた電気特性、機械特性、耐熱性、耐クラック性及び
絶縁性を有するために、電気絶縁用、特に絶縁保護、高電圧特性（耐アーク性、耐トラッ
キング性）、耐熱性、耐クラック性等の向上を目的として、例えば、酸無水物硬化型エポ
キシ樹脂や、アミン系硬化型エポキシ樹脂に多量の充填材および難燃剤等を含んだエポキ
シ樹脂組成物が用いられている。
　また、近年電気機器の小型軽量化および搭載される部品が、多種複雑化する傾向にある
。特にその要求用途から各種小型化が進んだ電子部品が実装されつつある。これら電子部
品の特徴は、細密集積化により実機の小型化を可能とするが、反面、熱衝撃に対し対象物
から剥離しやすくなるという課題がある。
　また、機器の信頼性向上に伴う部品の熱衝撃性向上の要求に対し、特に高電圧電気機器
においては、部品をエポキシ樹脂で接着したり、被覆した場合、従来のエポキシ樹脂組成
物では実機使用時に各部材より発生する熱応力の対策が不十分で、部品界面の剥離やそれ
に伴うクラックなどの問題が発生しており、耐クラック性を有するエポキシ樹脂組成物が
要求されるようになってきている。さらに、近年、電子部品を半田実装する際、接合時に
「半田爆ぜ」が発生しやすくなってきており、この熱に耐えうる性能が要求され、硬化後
のガラス転移点温度の向上が求められるようになってきている。
　「半田爆ぜ」は、半田により部品、基板等を相互に電気的に接続する場合、加熱したと
きに、部品、基板等にしみこんだ水分が蒸発し、その蒸気圧で半田がはじけ飛ぶ現象であ
る。このような爆ぜが発生した場合、はじけ飛んだ半田が、電子部品やその他の実装部品
、プリント配線に付着する事態が生じ、ショート不良等が発生してしまうという不具合が
生じる。
【０００３】
　この課題を解決するために、エポキシ組成物として特許文献１～５に示す様な、可とう
性エポキシを添加する（特許文献１、２）、ゴム成分を添加する（特許文献３、４）、エ
ポキシを変性する（特許文献５）等の手法が提案されているが、ガラス転移点温度の低下
に伴う耐熱耐久性の低下や線膨張係数の増加などの課題があり、更にはエポキシ組成物を
硬化物にした際、吸水しやすくなり、電子部品を半田接合する際、半田爆ぜが発生する為
、適用が難しい状況にある。
【先行技術文献】
【特許文献】



(3) JP 2017-193651 A 2017.10.26

10

20

30

40

50

【０００４】
【特許文献１】特許第２９０２３５６号公報
【特許文献２】特許第２９１１１５７号公報
【特許文献３】特開平５－２９５２３７号公報
【特許文献４】特開平５―３３９４７２号公報
【特許文献５】特開平５－１４０２７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、１液タイプのエポキシ樹脂組成物とする事で、剥離、クラック、半田爆ぜの
ような従来技術の問題を解決し、しかも絶縁性、耐熱性に優れた１液タイプのエポキシ樹
脂組成物、及びこのエポキシ樹脂組成物を用いて絶縁処理された電気電子部品の製造法を
提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、（Ａ）ビフェニル型多官能エポキシ樹脂、（Ｂ）液状エポキシ樹脂、（Ｃ）
酸無水物、（Ｄ）イミダゾール又はその誘導体が、有機基により包接された硬化促進剤、
及び（Ｅ）球状シリカを含む１液タイプのエポキシ樹脂組成物であって、（Ａ）ビフェニ
ル型多官能エポキシ樹脂の１００質量部に対し、（Ｂ）液状エポキシ樹脂を６～１３質量
部含む１液タイプのエポキシ樹脂組成物に関する。
　また、本発明は、（Ｂ）成分の液状エポキシ樹脂が、脂環式エポキシ樹脂である上記の
１液タイプのエポキシ樹脂組成物に関する。
【０００７】
　さらに、本発明は、エポキシ樹脂組成物によって注型されてなる電気電子部品（電気・
電子制御装置）であって、前記エポキシ樹脂組成物として上記の１液タイプのエポキシ樹
脂組成物を用いたことを特徴とする電気電子部品（電気・電子制御装置）の製造法に関す
る。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物は、低粘度で実装作業性可能であり、硬化さ
せた絶縁物が剥離やクラックを生じることなく、「半田爆ぜ」にも優れ、更に、電気・電
子制御装置の材料として有用であり、絶縁性、耐熱性に優れる。この１液タイプのエポキ
シ樹脂組成物を用いることで前記特性を発揮した電気電子部品を製造することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明をその好適な実施形態に即して詳細に説明する。
【００１０】
　本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物は、耐剥離・耐クラック性で、「半田爆ぜ」
を生じることなく、しかも耐熱性や低吸水性を得るために、少なくとも（Ａ）ビフェニル
型多官能エポキシ樹脂（以下、場合により「（Ａ）成分」という）、（Ｂ）液状エポキシ
樹脂（以下、場合により「（Ｂ）成分」という）、（Ｃ）酸無水物（以下、場合により「
（Ｃ）成分」という）、（Ｄ）イミダゾール又はその誘導体が、有機基により包接された
硬化促進剤（以下、場合により「（Ｄ）成分」という）、及び（Ｅ）球状シリカ（以下、
場合により「（Ｅ）成分」という）を含有してなり、（Ａ）ビフェニル型多官能エポキシ
樹脂の１００質量部に対し、（Ｂ）液状エポキシ樹脂を６～１３質量部含むことを特徴と
する。以下、これらの構成要素について、順に説明する。
【００１１】
＜（Ａ）ビフェニル型多官能エポキシ樹脂＞
　本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物に含まれる（Ａ）成分のビフェニル型多官能
エポキシ樹脂としては、１分子中に少なくもと２個以上、好ましくは３個以上のエポキシ
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基を有する化合物が用いられる。前記エポキシ樹脂のエポキシ当量は、１００～１０００
ｇ／ｅｑであり、エポキシ当量が１００～５００ｇ／ｅｑのものが好ましく、エポキシ当
量が１５０～３５０ｇ／ｅｑのものがより好ましい。
【００１２】
　ビフェニル型エポキシ樹脂としてはたとえば下記一般式（Ｉ）、（ＩＩ）で示されるエ
ポキシ樹脂等が挙げられる。
【００１３】
【化１】

（上記一般式（Ｉ）中のＲ１～Ｒ９は全てが同一でも異なっていてもよく、水素原子、メ
チル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、イソプロピル基、イソブチル基等の炭素数１
～１０のアルキル基、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基等の炭素数１
～１０のアルコキシル基、フェニル基、トリル基、キシリル基等の炭素数６～１０のアリ
ール基、及び、ベンジル基、フェネチル基等の炭素数６～１０のアラルキル基から選ばれ
、なかでも水素原子とメチル基が好ましい。ｎは０～１０の整数を示す。）
　ビフェニル型エポキシ樹脂としてはＮＣ－３０００、ＮＣ－３１００（日本化薬株式会
社製商品名）等が市販品として入手可能である
【００１４】
【化２】

（一般式（ＩＩ）中、Ｒ１～Ｒ８は水素原子、置換又は非置換の炭素数１～１０の一価の
炭化水素基及び置換又は非置換の炭素数１～１０のアルコキシ基から選ばれ、全てが同一
でも異なっていてもよい。ｎは０～３の整数を示す。）
　上記一般式（ＩＩ）で示されるビフェニル型エポキシ樹脂としては、たとえば、４，４
´－ビス（２，３－エポキシプロポキシ）ビフェニル又は４，４´－ビス（２，３－エポ
キシプロポキシ）－３，３´，５，５´－テトラメチルビフェニルを主成分とするエポキ
シ樹脂、エピクロルヒドリンと４，４´－ビフェノール又は４，４´－（３，３´，５，
５´－テトラメチル）ビフェノールとを反応させて得られるエポキシ樹脂等が挙げられる
。なかでも４，４´－ビス（２，３－エポキシプロポキシ）－３，３´，５，５´－テト
ラメチルビフェニルを主成分とするエポキシ樹脂が好ましい。このような化合物としては
ＹＸ－４０００、ＹＬ６１２１Ｈ（三菱化学株式会社製商品名）等が市販品として入手可
能である。
　ビフェニル型多官能エポキシ樹脂としては、特に制限はないが、エポキシ樹脂組成物を
製造するにあたり１２０℃以下で液状となるものが好ましい。
【００１５】
＜（Ｂ）液状エポキシ樹脂＞
　本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物に用いられる（Ｂ）成分の液状エポキシ樹脂
としては、１分子中に２個以上のエポキシ基を有し、室温（２５℃）で、液状で流動性を
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示すエポキシ樹脂（エポキシ化合物）であれば良く、特に限定するものではないが、（Ｂ
）成分の液状エポキシ樹脂としては、グリシジルエーテル系のエポキシ樹脂、例えば、ビ
スフェノールＡのグリシジルエーテル、ビスフェノールＦのグリシジルエーテル、ビスフ
ェノールＡＤのグリシジルエーテル、レゾルシンのグリシジルエーテル、グリセリンのグ
リシジルエーテル、ポリアルキレンオキサイドのグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノ
ールＡのグリシジルエーテル及びそれらのオリゴマー、さらにフェノールノボラックのグ
リシジルエーテル等に代表されるような、フェノール類、オルトクレゾール類及び／また
はナフトール類等とホルマリン類との縮合体のエポキシ化物、脂肪族や芳香族アルデヒト
類あるいはケトン類との縮合体のエポキシ化物、スチルベン型エポキシ樹脂、ビフェニル
型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、例えば、アリサイクリックジエポキシアセタール
、アリサイクリックジエポキシアジペート、アリサイクリックジエポキシカルボキシレー
ト等、エポキシ化ポリブタジエン等に代表される鎖状脂肪族エポキシ樹脂等が例示される
。また、その他のエポキシ樹脂として、グリシジルエステル系のエポキシ樹脂、例えば、
フタル酸ジグリシジルエステル、テトラヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、ヘキサヒ
ドロフタル酸ジグリシジルエステル等、グリシジルアミン系エポキシ樹脂、例えば、Ｎ，
Ｎ－ジグリシジルアニリン、テトラグリシジルアミノジフェニルメタン、複素環式エポキ
シ樹脂、ヒダントイン型エポキシ樹脂、トリグリシジルイソシアヌレート、シリコーン変
性エポキシ樹脂、ウレタン変性エポキシ樹脂、ポリイミドまたはポリアミド変性エポキシ
樹脂等が例示される。これらのエポキシ樹脂は、併用してもよい。
　注型材料としたときの剥離、クラックの改善、そして粘度を適正な範囲内にするという
観点では、脂環式エポキシ樹脂を用いることが好ましい。
【００１６】
　本発明で用いる（Ｂ）成分の液状エポキシ樹脂としては、１分子中に少なくもと２個以
上のエポキシ基を有する化合物が用いられ、エポキシ当量が３０～１０００ｇ／ｅｑであ
り、エポキシ当量が５０～５００ｇ／ｅｑのものが好ましく、エポキシ当量が１００～３
００ｇ／ｅｑのものがより好ましい。
　また、２５℃粘度が１Ｐａ・ｓ以下であるものがより好ましく、前記のように脂環式エ
ポキシ樹脂が好ましい。脂環式エポキシ樹脂として、アデカレジンＥＰ－４０８５Ｅ(エ
ポキシ当量：１６０ｇ／ｅｑ)、ＥＰ－４０８５Ｓ（エポキシ当量：１４５ｇ／ｅｑ）、
ＥＰ－４０８８Ｅ（エポキシ当量：１９０ｇ／ｅｑ）ＥＰ－４０８８Ｓ（エポキシ当量：
１７０ｇ／ｅｑ）、（以上、株式会社ＡＤＥＫＡ製）、３，４－エポキシシクロヘキシル
メチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート及びそのカプロラクトン変性
物としては、セロキサイド２０２１、セロキサイド２０２１Ａ、セロキサイド２０２１Ｐ
（エポキシ当量：１３０～１４５ｇ／ｅｑ）、セロキサイド２０８０、セロキサイド２０
８１（エポキシ当量：１８０～２２０ｇ／ｅｑ）、セロキサイド２０８３、セロキサイド
２０８５、ＥＨＰＥ－３１５０（２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノールの
１，２－エポキシ－４－（２－オキシラニル）シクロヘキサン付加物）（以上、ダイセル
化学工業株式会社製）、サイラキュアＵＶＲ－６１０５、サイラキュアＵＶＲ－６１０７
、サイラキュアＵＶＲ－６１１０（以上、ダウ・ケミカル日本株式会社製）、ブタンテト
ラカルボン酸テトラ（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル) 修飾ε-カプロラクトン
としてエポリードＧＴ－３００、エポリードＧＴ－３０１、エポリードＧＴ－３０２、エ
ポリードＧＴ－４００、エポリード４０１、エポリード４０３（以上、ダイセル化学工業
株式会社製）、環状脂肪族ジグリジルエ－テルであるＺＸ－１６５８ＧＳ（新日鉄住金化
学株式会社製、エポキシ当量：１３０～１４５ｇ／ｅｑ）、デナコールＥＸ－２５２（水
添ＢＰＡ、エポキシ当量：２１３ｇ／ｅｑ）（ナガセケムテックス株式会社製）等が挙げ
られる。
【００１７】
＜（Ｃ）酸無水物＞
　本発明に用いられる（Ｃ）成分の酸無水物としては、例えば、メチルテトラヒドロ無水
フタル酸、メチルヘキサビドロ無水フタル酸、無水フタル酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸
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、エンドメチレンテトラヒドロ無水フクル酸、ドデセニル無水コハク酸、オクテニル無水
コハク酸、ポリアゼライン酸ポリ無水物が挙げられる。市販品としてはＨＮ－５５００（
３or４－メチル－ヘキサヒドロ無水フタル酸、日立化成株式会社製）、リカシッドＭＨ－
７００（４－メチルヘキサヒドロ無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０
、新日本理化株式会社製）、Ｂ－６５０（メチルヘキサヒドロフタル酸無水物、ＤＩＣ株
式会社製）等が挙げられる。これらは併用して用いることができる。
　酸無水物の使用量は、エポキシ樹脂に含まれるエポキシ基１当量当たり０．３～３．０
モルとされ、０．５～２．０モルが好ましく０．８～１．３モルの範囲がより好ましい。
【００１８】
＜（Ｄ）イミダゾール又はその誘導体が、有機基により包接された硬化促進剤＞
　本発明の1液タイプのエポキシ樹脂組成物は、球状シリカを混合する際の摩擦、熱に対
しても安定性を付与する為、イミダゾール又はその誘導体をブロッキング材での修飾が必
須であり、加熱によりブロッキング材が壊れると共に、イミダゾール又はその誘導体が硬
化促進剤として作用する。ここでいうイミダゾール又はその誘導体とは、例えば、２－エ
チル－４－メチルイミダゾール、１－シアノエチル－４－メチルイミダゾール、２－フェ
ニル－４メチル－５－ヒドロキシメチルイミダゾール、１－ベンジル－２－エチルイミダ
ゾールが挙げられる。また。これらイミダゾール又はその誘導体を包接する有機基として
は、トリス－（イソプロピルフェニル）ホスフェートや、ビス－（イソプロピルフェニル
）ジフェニルホスフェート等が挙げられる。イミダゾール又はその誘導体が、有機基によ
り包接された硬化促進剤の市販品としてはＴＩＣ－１８８（２－フェニル－４－メチルイ
ミダゾールと１，１，２，２－テトラフェニルエタンの包接硬化促進剤、日本曹達株式会
社製）等が挙げられる。
【００１９】
　イミダゾール又はその誘導体が、有機基により包接された硬化促進剤の添加量は、酸無
水物１００質量部当たり０．０１～５．０質量部が好ましく、０．５～３．０質量部がよ
り好ましい。イミダゾール又はその誘導体が０．０１質量部未満の場合、硬化性が低下す
る傾向にあり、５質量部を超える場合、充分な保管安定性が得られない。
【００２０】
＜（Ｅ）球状シリカ＞
　本発明に用いられる（Ｅ）成分の球状シリカとしては、耐クラック性の観点から球状シ
リカとする。その平均粒径は、ハンドリング性の観点から０．１～３０μｍの溶融シリカ
が望ましい。球状シリカの配合量は、配合する（Ａ）～（Ｄ）成分の総計に対して３０～
５００質量％であることが好ましく、４０～３００質量％であることがより好ましく、５
０～２００質量％が更に好ましい。平均粒径３０μｍ以下の球状シリカの配合量が３０質
量％未満であると、硬化物にしたときの線膨張係数に悪影響を及ぼし、５００質量％を超
えると粘度が上がり、作業性が低下する。球状シリカの市販品としては、Ｓ－ＣＯＸ３１
（株式会社マイクロン製、商品名）、アドマファインＳＯ－２５Ｒ（球状溶融シリカ、平
均粒径０．５μｍ、株式会社アドマテックス製）、ＦＢ－３ＳＤＣ（球状溶融シリカ、平
均粒径３μｍ、デンカ株式会社製）等が挙げられる。
【００２１】
　また、本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物には、必要に応じてシラン系、アルミ
系あるいはチタン系等のカップリング剤を添加することができる。エポキシ樹脂組成物に
カップリング剤を添加することにより、樹脂成分と被着材である球状シリカ等の充填材や
電気電子部品との界面の濡れ性を向上させ、接着性を向上させることができる。
【００２２】
　シランカップリング剤としては、例えば、γ－メタクリルオキシプロピルトリメトキシ
シラン、γ-メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン等の（メタ）アクリルシラン類
；γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、イ
ミダゾリンシラン、Ｎ－アミノエチルアミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル
－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－β－（Ｎ－ビニルベンジルアミノエチル
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）－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン塩酸塩、Ｎ－３－（４－（３－アミノプロポ
キシ）ブトキシ）プロピル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、トリアジンシラン
等のアミノシラン類；γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、４－グリシジルブ
チルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、β－（３
，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等のエポキシシラン類；γ－
クロロプロピルトリメトキシシラン等のクロルシラン類；ビニルトリメトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシラン等のビニルシラン類等が挙げられる。
【００２３】
　また、チタネートカップリング剤としては、イソプロピルトリイソステアロイルチタネ
ート、イソプロピルトリス（ジオクチルパイロホスフェート）チタネート、イソプロピル
トリ（Ｎ－アミノエチルアミノエチル）チタネート、イソプロピルトリデシルベンゼンス
ルホニルチタネート等が挙げられる。
　また、アルミネートカップリング剤としては、アセトアルコキシアルミニウムジイソプ
ロピレート等が挙げられる。
【００２４】
　また、本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物には、さらに、必要に応じて、赤リン
、ヘキサブロモベンゼン、三酸化アンチモン、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム
等の水和金属、炭酸アンモニウム、トリアジン環含有化合物を等の含窒素系化合物等の難
燃剤、ベンガラ、酸化第二鉄、カーボン、チタンホワイト等の着色剤、シリコーン剤等の
消泡剤などを配合することができる。
【００２５】
　本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物を用いて電気電子部品（電気・電子制御装置
）を絶縁処理するには、エポキシ樹脂組成物を好ましくは３０～７０℃に予熱し、好まし
くは１３３．３Ｐａ（１Ｔｏｒｒ）以下の減圧下で脱泡した後、電気・電子制御装置が搭
載された実機に注入、若しくはスクリーン印刷し、好ましくは６０～１７０℃（より好ま
しくは８０～１６０℃）で１～８時間、加熱硬化させればよい。
　本発明の電気電子部品の製造法（絶縁処理法）の対象となる電気・電子制御機器として
は、例えば、電子部品を実装する前の金属、セラミック等の機材、又は電子部品を実装し
た後に半田接合を行う電子制御機器等が挙げられる。このような機材、電子制御装置の製
造に本発明の１液タイプのエポキシ樹脂組成物を用いれば、耐熱性、耐クラック性、及び
半田接合時における耐半田爆ぜに優れた電子制御装置の製造が可能となる。また、本発明
の１液タイプのエポキシ樹脂組成物は粘度が低く、作業性に優れ、電気・電子制御装置を
容易に製造することができる。
【実施例】
【００２６】
　以下、実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれによって制限さ
れるものではない。
【００２７】
（実施例１～３及び比較例１～３）
　表１に示した配合組成及び配合量で各成分を配合し、実施例１～３及び比較例１～３の
１液タイプのエポキシ樹脂組成物を調製した。
【００２８】
　なお、表１中の各成分の詳細は以下の通りである。
（ａ）ビフェニル型多官能エポキシ樹脂：ＮＣ－３０００（ビフェニル－フェノール縮合
型エポキシ樹脂、商品名、日本化薬株式会社製、エポキシ当量：２７７ｇ／ｅｑ）
（ｂ）ナフタレン型多官能エポキシ樹脂：ＮＣ－７０００（フェノール骨格とナフトール
骨格を有するノボラック型エポキシ樹脂、商品名、日本化薬株式会社製、エポキシ当量：
２２７ｇ／ｅｑ）
（ｃ）ジシクロペンタジエン型多官能エポキシ樹脂:ＸＤ－１０００（商品名、日本化薬
株式会社製、エポキシ当量：２５４ｇ／ｅｑ）



(8) JP 2017-193651 A 2017.10.26

10

20

30

40

50

（ｄ）ジシクロペンタジエン型液状エポキシ樹脂：ＥＰ４０８８Ｓ（商品名、株式会社Ａ
ＤＥＫＡ製、エポキシ当量：１６４ｇ／ｅｑ）
（ｅ）３ｏｒ４－メチル－ヘキサヒドロ無水フタル酸：ＨＮ-５５００（商品名、日立化
成株式会社製、中和当量：８４．０）
（ｆ）有機基包接イミダゾール：ＴＩＣ－１８８（商品名、日本曹達株式会社製）
（ｇ）γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン：ＫＢＭ－４０３（商品名、信越化
学工業株式会社製）
（ｈ）シリコーン消泡剤：ＫＳ６０３（商品名、信越化学工業株式会社製）
（ｉ）球状シリカ：ＦＢ－３ＳＤＣ（商品名、デンカ株式会社製、平均粒径３μｍ）
【００２９】
（１液タイプのエポキシ樹脂組成物の混合方法）
　予め１２０℃に加温した（ａ）～（ｃ）のエポキシ樹脂、及び（ｄ）ジシクロペンタジ
エン型液状エポキシ樹脂を十分に混合した後、予め８０℃に加温した（ｅ）３or４-メチ
ル-ヘキサヒドロ無水フタル酸、（ｇ）３-グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、及
び（ｈ）シリコーン消泡剤を配合して十分に混合して液状化した。その後、（ｆ）有機基
包接イミダゾール及び（ｉ）球状シリカを配合して、ヤマト科学株式会社製ＬＡＢ－ＳＴ
ＩＲＲＥＲ（ＬＲ５００Ｂ）を使用して５００回転／分（ｒｐｍ）で１０分間混合した。
【００３０】
（２５℃粘度）
　実施例１～３及び比較例１～３の、２５℃における粘度を、Ｅ型粘度計を用いて測定し
た。その結果を表１に示した。この値が１００Ｐａ・ｓ以下であれば印刷塗工時の作業性
が良好と言える。
【００３１】
（ガラス転移点温度）
　各エポキシ樹脂組成物を離型処理した金属シャーレ（直径６０ｍｍ、高さ２０ｍｍ）に
注型し、１３３．３Ｐａ（１Ｔｏｒｒ）で５分脱泡した。その後、１５０℃環境下で３時
間静置し、硬化物を得た。これを縦３ｍｍ、横３ｍｍ、高さ３ｍｍの大きさに切断、研磨
して試験片とした。この試験片を、熱機械分析装置（株式会社リガク製ＴＭＡ８３１０）
を用い、３０～２００℃の温度範囲でガラス転移点温度を測定、評価した。この値が１５
０℃以上であると、電子部品とした時の耐熱耐久性が優れる。
【００３２】
（耐クラック性）
　離型処理した金属シャーレ（直径６０ｍｍ、高さ２０ｍｍ）に、Ｃ型ワッシャー（直径
約２３ｍｍ）を静置した。各エポキシ樹脂組成物を注型して１３３．３Ｐａ（１Ｔｏｒｒ
）で５分脱泡した。その後、１５０℃環境下で３時間静置し、硬化物を得た。得られた硬
化物は、金属シャーレから取り出した後、［－４０℃、１時間⇔１３０℃、１時間］の条
件で、耐ヒートサイクル性を評価した。１００サイクル以上でクラックの発生が無ければ
、耐ヒートサイクル性が良好といえる。１００サイクルでクラックが発生しないものを「
○」、クラックが発生したものを「×」として評価した。
【００３３】
（吸水率の測定）
　各エポキシ樹脂組成物を離型処理した金属シャーレ（直径６０ｍｍ、高さ２０ｍｍ）に
注型し、１３３．３Ｐａ（１Ｔｏｒｒ）で５分脱泡した。その後、１５０℃環境下で３時
間静置し、硬化物を得た。得られた硬化物は、金属シャーレから取り出した後、８５℃、
８５％ＲＨ環境下で、１６８ｈ静置した。静置前後の重量比から吸水率を算出した。吸水
率が０．５質量％未満であれば、半田接合時における耐半田爆ぜ性が良好といえる。
【００３４】
(耐半田爆ぜ性)
　８５℃、８５％ＲＨ、１６８ｈ後の吸水率を算出した後、予め２６０℃に加温したシリ
コーンオイルに５秒間浸漬させる。その際、硬化物から気泡の発生の有無を目視で観察し
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た。気泡発生が無ければ、半田接合時における耐半田爆ぜ性が良好といえる。気泡の発生
が認められたものを「×」、気泡の発生が認められないものを「○」として評価し、その
結果を表１に示した。
【００３５】
【表１】

【００３６】
　（Ａ）ビフェニル型多官能エポキシ樹脂の１００質量部に対し、（Ｂ）液状エポキシ樹
脂の配合が６～１３質量部を外れる比較例１は、粘度は低いが、ガラス転移温度がやや低
く、吸水率が高く耐半田爆ぜ性に劣る。また、（Ａ）ビフェニル型多官能エポキシ樹脂を
用いない比較例２、３は、吸水率が高く耐半田爆ぜ性に劣る。
　これに対し、（Ａ）から（Ｅ）成分を用い。（Ａ）成分１００質量部に対する（Ｂ）成
分の配合が６～１３質量部である実施例１～３は、ガラス転移温度が高く、耐クラック性
に優れ、吸水率が低く耐半田爆ぜ性に優れる。
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